
 

 令和３年度第１回新潟県在籍型出向等支援協議会次第 

 

と き 令和３年４月２７日（火） 

                             10：00～11：30(予定) 

                        ところ  新潟美咲合同庁舎２号館 

                                ４階 共用会議室 

 

１ 開会挨拶 

 

２ 議  題 

 

（１）新潟県在籍型出向等支援協議会開催要綱（案）について 

 

 

（２）最近の雇用失業情勢について（資料№１） 

 

 

（３）出向支援の取組について（資料№２～４） 

 

 

（４）在籍型出向による雇用維持事例について（資料№５） 

 

 

（５）関係機関との連携について 

 

     

（６）協議会支援スキームと企業への働きかけについて（資料№６，７） 

 

 

（７）意見交換 

 

 

 

３ 閉 会 



 

新潟県在籍型出向等支援協議会 開催要綱 

 

１ 趣旨 

新型コロナウィルス感染症に伴う経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を余儀

なくされる企業が増加する中で、一時的に雇用過剰となった企業と人手不足が生じてい

る企業との間で、在籍型出向により労働者の雇用を維持するために、関係機関が連携し

て、出向の情報やノウハウの共有、送出企業や受入企業開拓等を推進することを目的と

して、「新潟県在籍型出向等支援協議会」（以下「協議会」という。）を設置・開催する。 

 

２ 構成員 

協議会の構成員は、別紙のとおりとする。協議会は、必要に応じて、関係者の出席を

求めることができる。 

 

３ 協議会の開催 

  協議会は年度１回を目安に開催することとするが、その他必要に応じて開催すること

ができるものとする。 

 

４ 協議事項 

  協議会は次に掲げる事項について協議する。 

（１）雇用過剰、人材不足等現下の雇用情勢に関すること。 

（２）出向の送出企業や受入企業の開拓や関係機関間の連携に関すること。 

（３）好事例の共有や各種支援策など出向の効果的な実施の推進に関すること。 

（４）その他必要な事項に関すること。 

 

５ 事務局 

協議会の事務局は、厚生労働省新潟労働局職業安定部職業安定課に置く。 

 

６ その他 

（１）協議会の議事については、別に協議会で申し合わせた場合を除き、原則として公開

とする。 

（２）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

附則 

この要綱は、令和３年４月２７日から施行する。 

 

 

 



別紙１

区　分

労働団体

社労士会

出向支援組織

事務局

一般社団法人　新潟県経営者協会

新潟県中小企業団体中央会

一般社団法人新潟県商工会議所連合会

新潟県商工会連合会

日本労働組合総連合会　新潟県連合会

新潟大栄信用組合

国土交通省

株式会社 第四北越銀行

株式会社 大光銀行

新潟県信用金庫協会

協栄信用組合

新　潟　市

新潟労働局職業安定部職業安定課

行政機関

新潟県在籍型出向等支援協議会　構成員名簿

公益財団法人 産業雇用安定センター 新潟事務所

経済産業省

新　潟　県

経済団体

金融機関
新潟県信用組合協会

機関・団体名

新潟県社会保険労務士会



新潟労働局

3年2月
2年2月

前年差（Ｐ）

最近の雇用失業情勢(令和3年2月）

求人・求職等 新規学卒者・障害者の状況

○有効求人倍率

■有効求人倍率（季節調整値）は1.21倍で、

前月より0.07P低下した

・原数値では、1.29倍で前年同月（1.56倍）

より0.27P低下

・全国の有効求人倍率（季節調整値）は、

1.09倍で、前月より0.01P低下

・新潟県は全国16位（前月は7位）

■完全失業率（季節調整値:全国）は2.9%で、

前月と同率

○求人の状況

■新規求人（原数値）は前年同月比14か月連

続で減少

・新規求人 17,070人（同9.0％減）
・主な産業の前年同月比

建設業（2か月ぶりに増加） 17.9％増

製造業（25か月連続で減少） 3.8％減

運輸業（16か月連続で減少） 9.2％減

卸売・小売業 （12か月連続で減少） 27.8％減

宿泊・飲食業（14か月連続で減少） 34.6％減

医療・福祉業（14か月ぶりに増加） 1.4％増

サービス業 （2か月ぶりに増加） 7.9％増

■有効求人（原数値）は前年同月比24か月連

続で減少

・有効求人 44,865人（同12.9％減）

○求職の状況

■新規求職者（原数値）は前年同月比8か月ぶりに

増加

・新規求職者8,637人（同6.0％増）

・【パートを除く常用】在職者（同6.9％増）、

離職者（同4.0％増）、無業者（同4.3％減）

■有効求職者（原数値）は前年同月比9か月連続

で増加

・有効求職者 34,761人（同5.2％増）

○正社員有効求人倍率

■正社員有効求人倍率（原数値）は1.13倍で、前

年同月より0.16P低下

・正社員の有効求人（原数値）は23,723人（同

10.0％減）

・正社員の有効求職者（原数値）は21,032人（同

3.3％増）

○雇用保険の状況

■雇用保険被保険者数は前年同月差11か月連続

で減少 728,350人（2,727人減）

■雇用保険受給資格決定件数は前年同月比5か

月連続で減少 ※1,726件(4.1%減)
■雇用保険受給者実人員は前年同月比10か月連
続で増加 6,921人(14.4％増)

（※2月分は速報値であり、修正があり得る）

○新規学卒者（令和３年３月卒業者） （2月末日現在）

【高校生】

・求人数 7,761人（前年同期比19.3％減）

・求職者数 2,611人（同19.3％減）

・求人倍率 2.97倍（同率）

・就職内定者数 2,578人（同18.3％減）

・就職内定率 98.7％（同1.2P上昇）
（※本年の採用内定開始日等は、1ヶ月後ろ倒しの10月16日開始（例

年は9月16日）となったことから、前年との比較は、応募開始時点を合

わせて令和2年1月末現在の数値と比較。）

【大学生】

・求職者数 9,214人（前年同月比2.2％増）

・就職内定者数 8,108人（同2.2％減）

・就職内定率 88.0％（同3.9P低下）

○障害者の雇用状況（２年度累計（2月 まで））

・新規求職申込件数 （２月末有効求職者数4,800人）

3,292件（前年同期比6.7％減）

・就職件数 合 計 1,632件（同 11.7%減）

身体障害者 354件（同 19.9%減）

知的障害者 294件（同 12.0%減）

精神障害者 686件（同 27.9%減）

その他の障害者 298件（同 144.3%増）

・民間企業法定雇用率（2.3％）

新潟県の実雇用率（令和2年6月1日現在）

2.17％（前年2.12%） 全国平均2.15％

県内の雇用情勢は求人が求職を上回って推移しているものの、求人の動きが弱く、引き続き新型コロナウイルス感染症が雇用に与える

影響に十分注意する必要がある。

安定所別有効求人倍率
■前年同月差では、糸魚川所で上昇し、他12所は低下した。

・有効求人倍率の高い所は、①新津所（1.69倍,）、②三条所（1.64

倍）、③糸魚川（1.61倍）となった。

・有効求人倍率の低い所は、①十日町所（0.80倍）、②村上所（0.84

倍、③長岡所、新発田所（0.96倍）、となった。

○有効求人倍率の状況（原数値）

地　域 局全体 下越 中越 上越

安定所 新潟 新発田 新津 巻 佐渡 村上 長岡 三条 十日町 南魚沼 上越 柏崎 糸魚川

3年2月 1.29 1.56 0.96 1.69 1.22 1.23 0.84 0.96 1.64 0.80 1.33 1.21 1.07 1.61
2年2月 1.56 1.88 1.17 2.12 1.29 1.29 1.27 1.19 2.02 0.99 1.76 1.40 1.21 1.48

前年差（Ｐ） ▲ 0.27 ▲ 0.32 ▲ 0.21 ▲ 0.43 ▲ 0.07 ▲ 0.06 ▲ 0.43 ▲ 0.23 ▲ 0.38 ▲ 0.19 ▲ 0.43 ▲ 0.19 ▲ 0.14 0.13

ITSSPA
資料１



○新型コロナウイルス感染症の影響により一時的に雇用過剰となった企業が従業員
の雇用を守るため、在籍型出向を対象とする新たな助成制度（産業雇用安定助成
金）を創設するとともに、（公財）産業雇用安定センターによるマッチング体制
を強化するなど、人手不足が生じている企業との間で在籍型出向により雇用を維
持する取組みを支援する。

＜取組のポイント＞

１．「新潟県在籍型出向等支援協議会」の設
置・運営等による在籍型出向の情報連携や理
解促進

２．自治体等が運営するマッチングサイトや労使
団体・業界団体等が保有する出向に関する情
報と産業雇用安定センターが連携したマッチン
グ支援体制の強化

３．在籍型出向を支援するため、出向元
・出向先双方に対する助成金の創設に
よる企業へのインセンティブの付与

在籍型出向の活用による雇用維持への支援

経済団体

労働組合 金融機関

新潟労働局

（事務局）

経済産業省

送出企業 受入企業
産業雇用安定センター
（マッチング支援）

地域で連携して
出向マッチングを支援

協議会設置
・出向情報やノウハウ共有
・送出企業や受入企業開拓

産業雇用安定助成金

新潟県
・新潟市

国土交通省

厚生労働省

社労士会

ITSSPA
資料２



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

「在籍型出向」により労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま／「在籍型出向」により人材を活用したい事業主の皆さまへ

「産業雇用安定助成金」のご案内

LL030401企03

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成
する「産業雇用安定助成金」を創設しました。
※助成金の詳細につきましては、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提。

助成金の対象となる「出向」

対象事業主

① 新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の

雇用維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

② 当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主

が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要する措置を行った場合に助成します。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

[その他要件]

・出向元と出向先が、親会社と子会社の間の出向でないことや代表取締役が同一人物である企業間の出向でない

ことなど、資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められること

・出向先で別の人を離職させるなど、玉突き出向を行っていないこと などの要件があります。

※出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産性

指標要件が一定程度悪化した企業である場合、

出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる

場合について、助成額の加算を行います。（※）

ITSSPA
資料３



雇用調整助成金
2/3

2,400円

実質負担
1/3
1,200円

実質負担
10/10
8,400円

■出向開始日が令和３年１月１日以降の場合、

出向開始日以降の出向運営経費および１月１日以降の出向初期経費が助成対象となります。

■出向開始日が令和３年１月１日より前の場合、

１月１日以降の出向運営経費のみ助成対象となります。

受給までの流れ

助成対象となる経費

出向元事業主と出向先事業主との契約※1

労働組合などとの協定
出向予定者の同意

出向計画届提出・要件の確認※2

出向の実施

支給申請※3・助成金受給※4

※1 出向元事業主と出向先事業主との間で、出向期間、出向中の
労働者の処遇、出向労働者の賃金額、出向元・先の賃金などの
負担割合などを取り決めてください。

※2 出向元事業主と出向先事業主が出向計画届を作成し、出向開始日の
前日（可能であれば２週間前）までに都道府県労働局またはハロー
ワークへ提出してください。（手続きは出向元事業主がまとめて行
います）

※3 1か月以上6か月以下の任意で設定した期間（月単位）ごとに
出向元事業主と出向先事業主が支給申請書を作成し、都道府県
労働局またはハローワークへ提出してください。（手続きは出
向元事業主がまとめて行います）

※4 支給申請書に基づき、出向元事業主・出向先事業主それぞれ
に助成金を支給します。

参考：助成額比較(イメージ）

例えば、次の条件の場合、以下のような助成額になります。

・ 出向期間中の賃金日額と出向元での直近の賃金日額のいずれか低い方の額 9,000円

・ 出向期間中の出向運営経費

－ 出向元賃金負担 3,600円、出向先賃金負担 5,400円、

－ 出向先で教育訓練および労務管理に関する調整経費など 3,000円

※ 出向元・先ともに中小企業事業主

※ 出向元事業主が労働者の解雇などを行っていない

※ 実際に支払われる助成額は、端数処理などにより異なる場合があります。

産業雇用安定助成金
9/10
3,240円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

実質負担
1/10
360円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

実質負担
1/10
840円

産業雇用安定助成金
9/10
7,560円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

■産業雇用安定助成金

※上記に加え、初回支給時に出向元・先双方に各10万円（一定の要件を満たす場合は5万円加算）を助成する場合があります。（出向初期経費）

一度の出向で、雇用調整助成金（出向）による出向元への助成措置に

も該当する場合があり得ます。この場合にはいずれか一方の

助成金のみが申請可能です。

■（参考）雇用調整助成金の場合

！

申請・お問い合わせ先

助成金を受けるにあたっての支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもございます。

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局またはハローワークまでお問い合わせください。

（最寄りの都道府県労働局及びハローワークのお問い合わせ先は厚生労働省HPをご確認ください。なお、助成金の相談・申請先は都道府県

労働局またはハローワークです。（公財）産業雇用安定センターではありませんのでご留意ください。）

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

電話番号 0120-60-3999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む



（公財）産業雇用安定センターでは

「出向」を活用して従業員の雇用を守る企業を

無料で支援しています！

（公財）産業雇用安定センターでは、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用
過剰となった企業が、従業員の雇用を守るため、人手不足などの企業との間で「出向」を活用
しようとする場合に、双方の企業に対して出向のマッチングを無料で行っています。

全国47都道府県の県庁所在地に産業雇用安定センターの事務所があり、

無料で企業からのご相談を承っています。

産業雇用安定センターは、企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」を実現するため、

1987年に国と事業主団体などが協力して設立された公益財団法人です。設立以来、21万件以上の出向・

移籍の成立実績があります。

（産業雇用安定センターホームページ）

お問い合わせ先

（公財）産業雇用安定センターとは

人手不足が感染症の影響で加速
している。人員の確保が急務。

感染症の影響で従業員の仕事がない。
雇用を維持するために一時的に他社
で働いてほしい。



百貨店総合スーパー
（受入企業）

電子部品・回路・デバイス製造業（送
出企業）

出向期間5か月
出向労働者2名

＜企業規模：29人以下＞ ＜企業規模： 29人以下＞

事例1：旅客自動車運送業 → 貨物自動車運送業

事例2：旅館・ホテル業 → 食肉加工・販売・飲食業

＜企業規模： 100人～299人＞

出向期間6か月
出向労働者2名

トラック運送会社（受入企業）

＜企業規模： 30人～49人＞

事例3：航空運送業 → 卸・小売業

＜企業規模：１万人以上＞

スーパーマーケット（受入企業）レストラン（送出企業）

出向期間6か月
出向労働者14名

＜企業規模： 5,000～9,999人＞

観光バス会社（送出企業）

訪日外国人旅行客を専門としているが、観
光バスが運行できない状況。バス運転手を
解雇してしまうとコロナ後に新たに確保し
ようとしても難しいことは明らかなので、
出向を活用して雇用維持を図りたい。

精密部品運送会社（受入企業）

精密部品を専門として輸送しているが、運
転手が慢性的に不足しており充足できてい
ない。観光バスの運転手であれば、精密部
品輸送に求められる丁寧かつ繊細な運転が
期待できるので出向として受け入れたい。

リゾートホテル（送出企業）

インバウンドの減少により宿泊客が大きく
減少しており雇用過剰の状況。これを機に
レストラン部門の調理人を新たな分野での
技術習得など人材育成ができるような形で
出向させたい。

レストラン（受入企業）

食肉加工の直営レストランを経営している。
調理人を正社員として採用したいと考えて
いたが、産業雇用安定センターの勧めもあ
り、同じ地域の企業のお役に立つことを意
図して出向受入に切り替えることとした。

航空運送業（送出企業）

コロナの影響で航空旅客取扱量が大きく減
少しており、雇用過剰となっている。社員
の丁寧な接客姿勢が活かせるような出向先
を確保して雇用を維持したい。

卸・小売業（受入企業）

新規出店を計画しているものの、新規採用
による人員確保ができていない。社会貢献
の意図も含めて、店舗での販売員として出
向で受け入れたい。当社の社員にも良い影
響が生じることを期待している。

感染症の影響を受けた企業の出向を活用した雇用維持の具体例

各地域でも出向支援の取り組みが始まっています（一例）

都道府県 概要 関係機関

千葉県

ちばの魅力ある職場づくり公労使会議において、「一時的に雇用過剰
となった労働者の雇用を守るため、人手不足などの企業間との雇用
シェアなど、支援に関する情報を広く発信する」ことなどを含む
公労使共同宣言を採択し、オール千葉で取り組むことを県内に発信

ちばの魅力ある職場づくり
公労使会議

愛知県
岐阜県
三重県

人材を送り出したい企業と受け入れたい企業双方のニーズを把握する
意向確認調査において人材マッチングの仕組みを利用したいと回答
した企業に対して、産業雇用安定センター3事務所（愛知、岐阜、
三重）及び中部産業連盟のコーディネーターがヒアリングした上で、
企業間の人材マッチングを実施

中部経済産業局、産業雇用
安定センター、中部産業
連盟、労働局、県、
経済団体、金融機関 など

佐賀県

県、産業雇用安定センターおよび労働局が締結した「失業なき労働
移動のための連携協定」に基づき、セミナーなどによる情報発信、
産業雇用安定センターと連携したハローワークでの相談窓口の開設、
アンケートによる出向ニーズの把握などを実施

産業雇用安定センター、
労働局、県

厚生労働省ホームページに在籍型出向支援策をまとめた専用ページを開設しました！
・具体的な出向事例や必要な準備事項、就業規則・出向契約書の雛形、留意点など、在籍型出向のイロハが
分かる「在籍型出向“基本がわかる”ハンドブック」

・各地域で独自に実施している送り出し希望企業や受け入れ希望企業の募集に関するサイト案内
などを順次掲載していきますので、あわせてご活用ください。

（厚生労働省ホームページ）



(01) 総論

01-01 産業雇用安定助成金とはどのような制度ですか。

01-02 産業雇用安定助成金は労働者個人に支給されるものですか。

01-03 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」について教えてください。

01-04 雇用保険の適用事業所でない場合でも、産業雇用安定助成金の対象となりますか。

01-05 産業雇用安定助成金はコロナ禍に限ったものでしょうか。いつまで続くのでしょうか。

01-06 出向を行う際の注意点はありますか。

01-07 大企業と中小企業の判断は、いつ時点で行うものですか。

(02) 事業主の要件

02-01 事業所設置後１年未満の事業主は対象となりますか。

02-02 一度産業雇用安定助成金を受給しても、将来再び産業雇用安定助成を受給することはできますか。

02-03 出向元事業所の生産指標の要件について教えてください。

02-04 出向先事業所の雇用指標の要件について教えてください。

02-05 生産指標として、売上高や生産量のほか、どのようなものが該当しますか。

02-06 ＮＰＯ等で職員等の賃金に公費が支払われている事業主についてはどのように取り扱われるのですか。

02-07 ＮＰＯ等の生産指標についてはどのように考えればよいのでしょうか。

02-08 個人事業主は中小企業に含まれますか。

02-09 国の機関や自治体に出向させる場合も対象となりますか。

02-10 出向元事業主と出向先事業主の独立性について、具体的にどう判断するのですか。

02-11 出向先が労働者派遣事業者の場合も対象となりますか。

02-12 事業主が雇用保険に加入していませんが、労災保険に加入していれば対象になりますか。

02-13 労働保険料滞納事業主は対象になりますか。

02-14 労働関係法令違反（送検等）事業主は対象になりますか。

02-15 不正受給をした、又はしようとした事業主は対象になりますか。

(03) 出向労働者の要件

03-01 正社員を出向させた場合のみ助成金の対象になるのでしょうか。

03-02 雇用したばかりの人や内定後、１日も勤務していない人が出向する場合も対象になりますか。

03-03 「出向元事業主に引き続き被保険者として雇用された期間が６か月」について教えてください。

03-04 あらかじめ雇用関係の終了が予定されている人や定年が間近に迫っている労働者も対象になりますか。

03-05 労働者が副業・兼業した場合も対象になりますか。

03-06 自営業者、個人事業主、フリーランスも対象になりますか。

03-07
自分（社長）の子どもを他の労働者と同じ条件で雇用しています。雇用契約書は交わしていませんが助成
金の対象になりますか。

03-08
過去に出向を行い雇用調整助成金（出向）の支給対象となった者を再び出向させたいのですが、産業雇
用安定助成金の支給対象となりますか。

03-09
出向先事業所で一部の部門が休業して雇調金の休業を受給しています。出向労働者は休業している部
門とは別の部門のため雇調金の休業の対象となりませんが、この場合も産業雇用安定助成金の助成は受
けられますか。

(04) 出向の要件

04-01 対象となる「出向」はどのようなものですか。

04-02
出向が、雇用調整を目的としつつ、人事交流・経営戦略・業務提携・実習等のためという目的も併せ持つ
場合は、対象になりますか。

04-03 グループ企業内の出向も対象になりますか。

産業雇用安定助成金Q&A



04-04 いつからの出向が産業雇用安定助成金の支給対象になりますか。

04-05 産業雇用安定センターを介さずに実施した出向は本助成金の対象となりますか。

04-06 出向先事業主が出向労働者の賃金を全額負担する場合についても、助成対象となりますか。

04-07
１週間のうち特定の曜日は出向先事業所で勤務し、残りの曜日を出向元事業所で勤務する場合も対象に
なりますか。

04-08 出向元事業主と雇用関係が終了する形態の出向（移籍型出向）も対象となりますか。

04-09 当初は在籍型出向で、在籍型出向期間終了後に移籍型出向になった場合は対象になりますか。

04-10
在籍型出向が終了した後、出向元事業所に復職する予定であったが、退職した場合は対象になります
か。

04-11
同じ労働者が出向期間終了後、出向元事業所に一度復帰し、再度同じ出向先事業所に出向する場合は
対象になりますか。またその場合、出向初期経費は２回目の出向についても受給できますか。

04-12 出向契約期間が２年間の場合、助成対象となるのは最初の１年間だけですか。

04-13 出向期間中の税務や社会保険・労働保険の取扱はどうすればよいでしょうか。

04-14 出向契約は労働者と結ぶのでしょうか。

04-15
当社では就業規則に出向規定を設けているため、出向に際して労働者の個別の合意は不要ではないで
しょうか。

04-16
同一の出向労働者を同一期間に複数の出向先に出向させることはできますか。（月～水曜日はA社、木
～金曜日はB社など）

(05) 助成対象、助成内容

05ｰ01
雇用維持要件を満たした場合の助成率の引き上げについて教えてください。特に解雇等の定義について
教えてください。

05ｰ02 雇用維持要件の「解雇等」の中には派遣労働者を解雇した場合も含まれますか。

05ｰ03 「解雇等」には、希望退職を募った場合も含まれますか。

05ｰ04
出向元事業主の解雇等の有無によって助成率が変わるのですか、出向元事業主・出向先事業主双方の
解雇等の有無によって助成率が変わるのですか。

05ｰ05 出向運営経費とは、具体的にどのような経費ですか。

05ｰ06 出向初期経費とは、具体的にどのような経費ですか。

05ｰ07 出向運営経費のうち教育訓練について教えてください。

05ｰ08 出向運営経費のうち教育訓練はインターネットにより行っても対象となりますか。

05ｰ09 出向運営経費のうち教育訓練の過程で生産した商品を販売しても良いのですか。

05ｰ10
出向前に出向元事業主が行った教育訓練に要する経費は、出向初期経費ですか、出向運営経費です
か。また、出向先事業主が出向後に行った教育訓練に要する経費は、出向初期経費ですか、出向運営
経費ですか。

05ｰ11 出向運営経費のうち1人の出向労働者が助成を受けられる限度となる期間や日数はありますか。

05ｰ12 １事業主１年度当たりの支給限度人数500人の考え方を教えてください。

05ｰ13
支給限度人数が500人である出向元事業主から、支給限度人数が300人である出向先事業主に対し
て、出向元事業主に雇用される労働者500人を出向させた場合、その500人の出向労働者について、出
向元事業主は500人分、出向先事業主は300人分が助成金の支給限度人数となるという理解でよいか。

05ｰ14
出向運営経費のうち、賃金部分の助成対象額について、出向元事業所分と出向先事業所分をどのように
計算すればいいですか。

05ｰ15
出向運営経費に産業雇用安定助成金の支給申請に係る経費（交通費、郵便費、社労士への委託料等）
は含みますか。

05ｰ16 出向初期経費はかかった金額の大小にかかわらず定額が支給されるのですか。

05ｰ17
出向初期経費の対象となる措置は過去に行ったものでもいいのでしょうか。例えば、令和２年中に備品を
購入した場合や就業規則を整備した場合も対象となるのでしょうか。

05ｰ18 出向初期経費の支給額が15万円となるのはどういった場合ですか。

05ｰ19 出向運営経費のうち賃金に社会保険料・労働保険料の事業主負担分は含みますか。

05ｰ20
出向運営経費の教育訓練について、自社の従業員を講師として事業所内訓練を行う場合、教育訓練中
の講師の従業員の賃金は助成対象となりますか。



(06) 手続き、提出書類等

06-01
計画届の提出や支給申請手続は、出向元事業主が行っても、出向先事業主が行ってもいいのですか。ま
た、出向元事業主が単独で提出することもできますか。

06-02
計画届は事業所ごとの届出ですか。あるいは法人ごとの届出ですか。出向先が複数ある場合は、計画届
をそれぞれ作成する必要がありますか。

06-03 計画届はいつまでに出す必要がありますか。

06-04 産業雇用安定助成金の申請には、どのような書類が必要ですか。添付書類も教えてください

06-05 計画届を提出する時点では未定な項目については、どのように記載すればよいですか。

06-06 支給申請は、事業所ごとの申請ですか。あるいは法人ごとの申請ですか。

06-07 申請期限はありますか。

06-08 複数月について、まとめて申請ができますか。

06-09 支給申請書などの様式はどこでもらえますか。

06-10 支給申請書の書き方は何を参考にしたらいいですか。

06-11 社会保険労務士が代理申請する場合に委任状が必要ですか。

06-12 労働者代表選任届の代表者の選任方法を教えてください。

06-13
会社の所在地は、○○県○○市ですが、助成金の詳しい問い合わせや支給申請はどこに行えばいいです
か。

06-14 支給申請を行った後、助成金が支払われるまでにどれくらいかかりますか。

06-15
計画届や支給申請書は、労働局やハローワークに出向いて提出しなければなりませんか。郵送やメールで
提出できますか。

06-16 支給申請書を提出した後、労働局やハローワークから連絡や調査があるのでしょうか。

06-17 申請の結果はどのように連絡がきますか。

06-18
助成金はどのように受け取るのですか。出向元事業主と出向先事業主にそれぞれ支給されるのでしょう
か。

06-19 出向の予定が計画届の内容から変更になりました。何か手続きは必要ですか。

06-20 土日祝や年末年始が申請期限の場合、いつまでに申請書を提出すればいいでしょうか。

06-21 相談や申請手続きは、各都道府県の（公財）産業雇用安定センターが窓口になりますか。

(07) その他

07ｰ01 新型コロナウイルス感染症の影響により、出向で雇用の維持を図りたいが、どこに相談したらいいですか。

07ｰ02
「産業雇用安定助成金」の手続きに必要なので、金融機関の暗証番号を教えてほしいという電話がかかっ
てきたのですが。

07ｰ03 雇用調整助成金（出向）との違いについて知りたい。

07ｰ04 他の助成金との併給はできますか。

07ｰ05
事業所内の一部の労働者には休業手当を支払い、雇用調整助成金（休業）を活用していますが、この労
働者を出向させる場合は、産業雇用安定助成金に切り替えることは可能でしょうか。また、休業させている
労働者とは別の労働者を出向させた場合は、産業雇用安定助成金を活用可能でしょうか。

07ｰ06
事業所内の一部の労働者を出向させており、雇用調整助成金（出向）を活用していますが、この労働者と
は別の労働者を出向させ、そちらについては産業雇用安定助成金を活用することは可能でしょうか。

07ｰ07
事業所内の一部の労働者を出向させており、雇用調整助成金（出向）を活用していますが、この労働者の
出向について、産業雇用安定助成金に切り替えることは可能でしょうか。

07ｰ08
事業所内の一部の労働者を出向させており、産業雇用安定助成金を活用した上で、この労働者とは別の
労働者を出向させ、そちらについては雇用調整助成金（出向）を活用することは可能でしょうか。

07ｰ09
いつからの出向が対象となる予定か。対象となる出向について、雇用調整助成金の申請を行った場合、
産業雇用安定助成金にて適用される助成率や上限額との差額を申請することはできるのか。

07ｰ10
令和3年1月1日以降の出向について、産業雇用安定助成金にて支給申請したいが、計画届の事後提出
は認められないのか。

07ｰ11 この助成金は課税対象となりますか。



(01) 総論 令和3年3月2日版
設問番号 設問

01-01 産業雇用安定助成金とはどのような制度ですか。

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出
向を行った場合に、出向元事業主及び出向先事業主の双方に出向に係る賃金等を助成する制度です。
・助成内容：
○出向運営経費:出向期間中の賃金及び諸経費の一部を助成　大企業：2/3　中小企業:4/5（１人１日当たり出向元・出向先計
12,000円を上限）
○出向初期経費:出向に要する初期経費として１人当たり10万円（出向元・出向先がそれぞれ一定の要件を満たす場合は15万円）
（同一の事業主において同一の出向労働者１人当たり１回限り）
・出向期間：１か月以上２年以内の出向を助成対象とする（うち助成対象期間は１年間（365日））

なお、主な支給要件は以下のとおりです。
・出向元事業所、出向先事業所ともに雇用保険の適用事業所であること
・出向元事業所の売上高又は生産量等の事業活動を示す指標について、計画届を提出した前の月の値が前年同期に比べて
　５％以上減少していること
・出向先事業所の雇用保険被保険者数及び受け入れている派遣労働者数による雇用量を示す指標について、
　最近３か月間（計画届を提出する月の前月から前々々月まで）の月平均値が前年同期に比べて、
　中小企業の場合は10％を超えてかつ4人以上、大企業の場合は5％を超えてかつ6人以上減少していないこと
・出向元と出向先が、親会社と子会社の間の出向でないことや代表取締役が同一人物である企業間の出向でないことなど、
　資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められること
・出向先事業所で別の人を離職させるなど、玉突き出向を行っていないこと

01-02 産業雇用安定助成金は労働者個人に支給されるものですか。
産業雇用安定助成金は在籍型出向を行う事業主に対して支払われるものであり、労働者個人には支給されません。また、労働者の
雇用の維持を目的とするため、社長や役員、自営業の家族従事者など雇用者でない者は助成の対象となりません。

01-03 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う「経済上の理由」について教えてください。

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う、以下のような経営環境の悪化については、経済上の理由に当たり、それによって事業活動
が縮小して出向を行った場合は、助成対象としています。
（経済上の理由例）
①観光客のキャンセルが相次ぎ、これに伴い客数が減り売上げが減少した
②市民活動が自粛されたことにより、客数が減り売上げが減少した
③行政からの営業自粛要請を受け、自主的に休業を行い売上げが減少した
これらの確認に当たっては、計画届の提出の際に、様式第３号において「出向元事業所の事業活動の状況に関する申出書」におい
て、事業内容の詳細及び新型コロナウイルス感染症の影響とのかかわりについて具体的に記述していただきます。
（※）ガイドブックP2,3及びP37記載例を参照してください。

01-04 雇用保険の適用事業所でない場合でも、産業雇用安定助成金の対象となりますか。
産業雇用安定助成金は、出向元事業所と出向先事業所がともに雇用保険の適用事業所であり、従業員が雇用保険の被保険者でな
ければ対象となりません。

01-05 産業雇用安定助成金はコロナ禍に限ったものでしょうか。いつまで続くのでしょうか。
本助成金は、コロナ禍における対応として令和２年度第三次補正予算及び令和３年度予算案において所要額を計上しています。
具体的な期限については現時点で定めておりません。

01-06 出向を行う際の注意点はありますか。
出向の注意点などをまとめた「在籍型出向”基本がわかる”ハンドブック」を作成しています。
都道府県労働局及び管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。詳しくは産業雇用安定助成金のお問い合わせ先一覧をご参照くださ
い。）の助成金担当窓口で配布しているほか、厚生労働省のホームページからダウンロードできます。

01-07 大企業と中小企業の判断は、いつ時点で行うものですか。
企業規模については出向期間初日時点で判断するものです。期間の途中で資本金等の増減があったとしても、出向期間中の企業規
模の変更は行いません。



(02) 事業主の要件 令和3年3月2日版
設問番号 設問

02-01 事業所設置後１年未満の事業主は対象となりますか。

産業雇用安定助成金は、事業所設置後１年未満の事業主についても助成対象としています。その際、生産指標は、「計画届を提出
した月の前月」の売上高などを、雇用指標は、「計画届を提出した月の前月」の事業所における労働者の数をご確認ください。

その上で、生産指標は、２か月～1年前の間のいずれかの月の売上高などと比較し、5％以上減少していることを確認し、雇用指標
は、「計画届を提出した月の前月」と２か月～１年前の間のいずれかの月の事業所における労働者の数比較し、中小企業であれば
10％を超え、かつ４名以上減少していないこと、大企業であれば５％を超え、かつ６名以上減少していないことを確認します。（※比較
に用いる月は、雇用保険適用事業所となっており、その期間を通じて雇用保険被保険者である従業員がいることが必要となります）

02-02 一度産業雇用安定助成金を受給しても、将来再び産業雇用安定助成を受給することはできますか。
産業雇用安定助成金を受給した事業主も、再度産業雇用安定助成を受給することができます。
ただし、１人の出向労働者についての支給限度は１年間（365日）です。同一の事業主において、支給限度に達した出向労働者につい
ては、その後、産業雇用安定助成金の支給を受けることができません。

02-03 出向元事業所の生産指標の要件について教えてください。

出向元事業所について、売上高又は生産量等の事業活動を示す指標の減少（５％以上の低下）を、計画届を提出する月の前月の
値の対前年比で確認しています。
１年前と比較することが適当でない場合には、「2年前の同じ月」又は「２か月～1年前の間のいずれかの月」の売上高などと比較し、
5％以上減少していることを確認する方法でも差し支えありません。（※比較に用いる月は、雇用保険適用事業所となっており、その期
間を通じて雇用保険被保険者である従業員がいることが必要となります）

02-04 出向先事業所の雇用指標の要件について教えてください。

出向先事業所について、雇用保険被保険者や受け入れている派遣労働者の雇用指標の最近３か月間（計画届を提出する月の前月
から前々々月まで）の月平均値が、前年同期比で一定程度（※）減少していない場合に助成対象となります。
ただし、雇用保険適用事業所設置から１年に満たない場合には、「計画届を提出した月の前月」の値を「２か月～1年前の間のいずれ
かの月」の値と比較する方法でも差し支えありません。（※比較に用いる月は、雇用保険適用事業所となっており、その期間を通じて雇
用保険被保険者である従業員がいることが必要となります）

（※）具体的な要件は以下のとおりです。
・大企業の場合は、前年同期と比べ５％を超えかつ６名以上減少していないこと
・中小企業の場合は、前年同期と比べ10％を超えかつ４名以上減少していないこと

02-05 生産指標として、売上高や生産量のほか、どのようなものが該当しますか。

生産指標は、雇用の変動と密接に結びつく指標が含まれ、個別に判断するものです。例えば、宿泊業であれば「客室の稼働率」「客
数」、建設業であれば「工事請負契約数」、造船業であれば「手持工事量（受注残高）」、労働者派遣事業であれば「労働者派遣契約
の件数」や「就業中の派遣労働者の数（休業中の者を除く）」なども含まれますので、管轄の労働局やハローワークにお問い合わせくだ
さい。

02-06 ＮＰＯ等で職員等の賃金に公費が支払われている事業主についてはどのように取り扱われるのですか。

交付金や委託費等により、地方公共団体から明確に人件費が支払われている労働者については、賃金の支払い等事業主における
負担がないことから、産業雇用安定助成金の対象とはなりません。しかしながら、自前事業による収入から賃金を支払っている労働者
については、要件を満たせば産業雇用安定助成金の対象となる可能性があります。
その確認については、精算書類等で確認させていただきます。

02-07 ＮＰＯ等の生産指標についてはどのように考えればよいのでしょうか。

生産指標については、雇用量の変動と相関が高い指標としており、業種等により個別に判断するものです。例えば、会費、寄付金は、
通常、雇用量の変動と相関関係が高い指標とは言えませんが、一般的には書籍等の販売売上や講演会やイベントの実施数の減少
等、労働者の業務量への影響が高い指標が該当すると思われます。
なお、労働者の主たる業務が会費・寄付金を集めることであって、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の悪化により会費・寄
付金が集まらないことを想定し、当該労働者を休業させる場合等、当該会費や寄付金が例外的に生産指標に該当することがあり得
ますので、その際は管轄の労働局又はハローワークにご相談下さい。

02-08 個人事業主は中小企業に含まれますか。
大企業以外の企業を中小企業と定義しているため、個人事業主は中小企業に含まれます（なお、本助成金の支給対象となるのは雇
用保険適用事業所となっている事業所に限ります。）。
（※）大企業と中小企業の定義はガイドブックP5を参照してください。

02-09 国の機関や自治体に出向させる場合も対象となりますか。

国の機関や自治体への出向については、出向労働者の受け入れにあたり、公正な選考をはじめとする関係法令の遵守、出向労働者
の任用形態、賃金の負担割合等を勘案して出向元事業主が助成対象となるか判断します。
出向先の国の機関や自治体は助成対象となりません。
具体的な判断にあたっては管轄の労働局又はハローワークにご相談をお願いします。



(02) 事業主の要件 令和3年3月2日版
設問番号 設問

02-10 出向元事業主と出向先事業主の独立性について、具体的にどう判断するのですか。

支給要領において以下の要件を定めています。
a又はbに該当する場合は支給対象外ですが、「その他の資本的、経済的、組織的関連性等からみて、助成金の支給において出向元
事業主との独立性を認めることが適当でないと判断される」の具体的な判断にあたっては管轄の労働局又はハローワークにご相談を
お願いします。

支給要領0301イ(ﾛ)
次のいずれかに該当する場合その他の資本的、経済的、組織的関連性等からみて、助成金の支給において出向元事業主との独立
性を認めることが適当でないと判断される事業主でないこと。
ａ 他の事業主の総株主又は総社員の議決権の過半数を有する事業主を親会社、当該他の事業主を子会社とする場合における、親
会社又は子会社であること。
b 取締役会の構成員について、代表取締役が同一人物であること、又は取締役を兼務しているものがいずれかの取締役会の過半数
を占めていること。

02-11 出向先が労働者派遣事業者の場合も対象となりますか。 出向先事業主が派遣元事業主であっても、要件を満たせば対象となります。

02-12 事業主が雇用保険に加入していませんが、労災保険に加入していれば対象になりますか。 雇用保険と労災保険のいずれにも加入している必要があります。

02-13 労働保険料滞納事業主は対象になりますか。
支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納がある事業主には、本助成金は支給さ
れません。

02-14 労働関係法令違反（送検等）事業主は対象になりますか。
支給申請日の前日から起算して過去１年において、労働関係法令違反により送検処分を受けている事業主には、本助成金は支給さ
れません。

02-15 不正受給をした、又はしようとした事業主は対象になりますか。

以下のいずれかに該当する事業主には、本助成金は支給されません。
①平成31年３月31日以前に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定や支給決定の取消しを受けたことがあ
り、当該不支給決定日または支給決定取消日から３年を経過していない。
②平成31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定や支給決定の取消しを受けたことがあり、
当該不支給決定日または支給決定取消日から５年を経過していない。
③平成31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給に関与した役員等がいる。



(03) 出向労働者の要件 令和3年3月2日版
設問番号 設問

03-01 正社員を出向させた場合のみ助成金の対象になるのでしょうか。

出向する者が雇用保険被保険者であれば対象となります。
ただし、雇用保険被保険者であっても以下の①～③のいずかに該当する場合は対象となりません。
①対象期間中の初回の出向を開始する日の前日まで出向元事業主に引き続き被保険者として雇用された期間が６か月未満
である者
②解雇を予告された者、退職願を提出した者又は事業主による退職勧奨に応じた者（当該解雇その他離職の日の翌日におい
て安定した職業に就くことが明らかな者を除く。）
③日雇労働被保険者

03-02 雇用したばかりの人や内定後、１日も勤務していない人が出向する場合も対象になりますか。
新規採用者など、出向をしようとする事業主で雇用保険の被保険者として継続して雇用されている期間が６か月未満の労働者
を出向させた場合は、助成の対象とはなりません。

03-03 「出向元事業主に引き続き被保険者として雇用された期間が６か月」について教えてください。
対象期間の各労働者ごとの初回の出向開始日の前日時点で、当該労働者が出向元事業主に雇用保険被保険者として６か
月以上継続して雇用されている必要があります。

03-04 あらかじめ雇用関係の終了が予定されている人や定年が間近に迫っている労働者も対象になりますか。
対象になります。なお、解雇を予告された方、退職願を提出した方または事業主による退職勧奨に応じた方（離職の日の翌日
において安定した職業に就くことが明らかな方を除く）は助成対象となりませんのでご留意ください。

03-05 労働者が副業・兼業した場合も対象になりますか。
本助成金は、労働者が出向元事業所の従業員たる地位を保有しつつ、出向先事業所で勤務する在籍型出向による雇用維持
を助成対象とするものです。労働者が複数の事業主とそれぞれ雇用契約を結ぶ副業・兼業の場合は、助成対象になりませ
ん。

03-06 自営業者、個人事業主、フリーランスも対象になりますか。
産業雇用安定助成金は、在籍型出向による労働者の雇用の維持を目的とするため、自営業者、個人事業主、フリーランスの
方は対象になりません。

03-07
自分（社長）の子どもを他の労働者と同じ条件で雇用しています。雇用契約書は交わしていませんが助成金
の対象になりますか。

個人事業主と同居している親族は、原則支給対象となりません。ただし、就業実態が、雇入時に労働条件を明示した書面、出
勤簿、給与簿、給与の支払い実態などによって他の労働者と同様に管理され、事業主と利益を一にする地位にないと確認さ
れれば、雇用保険被保険者となり対象となり得ます。

03-08
過去に出向を行い雇用調整助成金（出向）の支給対象となった者を再び出向させたいのですが、産業雇用
安定助成金の支給対象となりますか。

過去に雇用調整助成金（出向）の支給対象となった者についても助成対象となります。この場合、雇用調整助成金（出向）の
支給対象となった出向の終了から、産業雇用安定助成金の対象となる出向の開始までに、雇用調整助成金で設定されている
６か月の期間を空ける必要はありません。

03-09
出向先事業所で一部の部門が休業して雇調金の休業を受給しています。出向労働者は休業している部門
とは別の部門のため雇調金の休業の対象となりませんが、この場合も産業雇用安定助成金の助成は受けら
れますか。

同一期間に同一人物に重複して雇用調整助成金と産業雇用安定助成金の支給を行うことはできませんが、ご質問のケースは
休業を行う労働者（雇用調整助成金（休業）の対象者）と出向を行う労働者（産業雇用安定助成金の対象者）が異なるため、
出向を行う労働者について産業雇用安定助成金の支給対象となります。



(04) 出向の要件 令和3年3月2日版
設問番号 設問

04-01 対象となる「出向」はどのようなものですか。

本助成金の対象となる「出向」は、以下の①～⑬のすべてを満たす必要があります。
①雇用調整を目的として行われるものであって、人事交流・経営戦略・業務提携・実習のため等に行われるものではなく、かつ、労働
者を交換しあうものではないこと。
②労使間の協定によるものであること。
③出向労働者の同意を得たものであること。
④出向元事業主と出向先事業主との間で締結された契約によるものであること。
⑤出向先事業所が雇用保険の適用事業所であること。
⑥出向元事業主と出向先事業主が、資本的、経済的、組織的関連性等からみて、独立性が認められること。
⑦対象期間※内に実施されるものであること。
⑧労働者ごとの出向期間が１か月以上２年以内であって出向元事業所に復帰するものであること。
⑨出向元事業所または出向先事業所が出向労働者の賃金の全部または一部を負担していること。
⑩出向労働者に出向前に支払っていた賃金とおおむね同じ額の賃金を支払うものであること。
⑪出向元事業所から出向先事業所に出向させ、かつ、当該出向先事業所において就労することとなるものであること。ただし、当該出
向労働者について、同一出向期間内で異なる２つ以上の出向先事業所において就労するものでないこと。
⑫労働組合等によって出向の実施状況について確認を受けること。
⑬出向元事業主および出向先事業主の双方がそれぞれ支給要件を満たすこと。

※「対象期間」とは、一の出向元事業所において対象労働者の出向を実施する期間のこと。

04-02
出向が、雇用調整を目的としつつ、人事交流・経営戦略・業務提携・実習等のためという目的も併せ持つ
場合は、対象になりますか。

対象になります。

04-03 グループ企業内の出向も対象になりますか。
グループ企業内の出向であっても、出向元事業主と出向先事業主に実質的な一体性が認められない場合は、他の要件を満たせば
本助成金の助成対象になることがあります。

04-04 いつからの出向が産業雇用安定助成金の支給対象になりますか。 令和３年１月１日以降の出向です。

04-05 産業雇用安定センターを介さずに実施した出向は本助成金の対象となりますか。 出向成立の経路は問いません。そのため、産業雇用安定センターを介さないで成立した出向も助成対象となります。

04-06 出向先事業主が出向労働者の賃金を全額負担する場合についても、助成対象となりますか。
出向先事業主が出向労働者の賃金の全額を負担する場合についても助成対象となります。なお、逆に、出向元事業主が出向労働者
の賃金の全額を負担する場合についても助成対象となります。

04-07
１週間のうち特定の曜日は出向先事業所で勤務し、残りの曜日を出向元事業所で勤務する場合も対象に
なりますか。

出向期間中に出向先と出向元の両方で勤務を行う場合も助成対象となります（これを「部分出向」といいます）。
ただし、出向先事業所で勤務を行う日と同じ日に出向元事業所においても勤務を行う場合や、出向期間中の１か月ごとの出向先事業
所で勤務する日数が、出向元事業所において出向を行う前の原則１か月の所定労働日数の半分未満であるものは、助成対象となり
ません。

04-08 出向元事業主と雇用関係が終了する形態の出向（移籍型出向）も対象となりますか。
本助成金は雇用維持が目的のため、労働者が出向元事業所の従業員たる地位を保有しつつ出向先事業所において勤務する、いわ
ゆる在籍型出向のみが助成対象となり、いわゆる移籍型出向は対象となりません。

04-09 当初は在籍型出向で、在籍型出向期間終了後に移籍型出向になった場合は対象になりますか。 当初は在籍型出向で、在籍型出向期間終了後に移籍型出向になった場合は、最初の在籍型出向については助成対象となります。

04-10 在籍型出向が終了した後、出向元事業所に復職する予定であったが、退職した場合は対象になりますか。 対象になります。

04-11
同じ労働者が出向期間終了後、出向元事業所に一度復帰し、再度同じ出向先事業所に出向する場合は
対象になりますか。またその場合、出向初期経費は２回目の出向についても受給できますか。

対象期間内であれば、同一の労働者が再度同じ出向先事業所へ出向することに関する制限はありません。この場合、出向初期経費
は、初回の出向についてのみ支給対象となり、２回目以降の出向については支給対象になりません。

04-12 出向契約期間が２年間の場合、助成対象となるのは最初の１年間だけですか。
出向契約期間が２年間であっても助成対象となりますが、一の事業主に雇用された同一の労働者に対する本助成金の支給額は、12
か月（365日）を限度とします。

04-13 出向期間中の税務や社会保険・労働保険の取扱はどうすればよいでしょうか。

出向労働者の給与に関する税務や社会保険・労働保険における取扱いは、 個別の出向契約の内容によって異なります 。
詳細については「在籍型出向”基本がわかる”ハンドブック」をご参照ください。
「在籍型出向”基本がわかる”ハンドブック」は都道府県労働局及び管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。詳しくは産業雇用安定助
成金のお問い合わせ先一覧をご参照ください。）の助成金担当窓口で配布しているほか、厚生労働省のホームページからダウンロード
できます。

04-14 出向契約は労働者と結ぶのでしょうか。 出向前に出向元事業主と出向先事業主の間で出向契約を結んでいただく必要があります。

04-15
当社では就業規則に出向規定を設けているため、出向に際して労働者の個別の合意は不要ではないで
しょうか。

産業雇用安定助成金の支給を受けるに当たっては、出向労働者本人が出向することについて同意していることが必要です。同意につ
いて計画届の提出時に書面で確認を行っています。



(04) 出向の要件 令和3年3月2日版
設問番号 設問

04-16
同一の出向労働者を同一期間に複数の出向先に出向させることはできますか。（月～水曜日はA社、木～
金曜日はB社など）

同一の出向労働者が同一の出向期間内に複数の事業所へ出向を行う場合は助成対象となりません。



(05) 助成対象、助成内容 令和3年3月2日版
設問番号 設問

05ｰ01
雇用維持要件を満たした場合の助成率の引き上げについて教えてください。特に解雇等の定義について教
えてください。

出向元事業主が雇用維持要件を満たした場合、出向元・出向先ともに助成率が上乗せとなり、中小企業が9/10、大企業が3/4とな
ります。

雇用維持要件

（※）
①～③に該当せず④を満たすことを指します。
①事業主に直接雇用される期間の定めのない労働契約を締結する労働者の場合、事業主都合による解雇（解雇予告を含む）又は
退職勧奨（労働者本人が同意している場合を含む）により離職をさせること
②事業主に直接雇用される期間の定めのある労働契約を締結する労働者の場合、解雇と見なされる労働者の雇止め、事業主都合
による中途契約解除となる離職をさせること
③対象事業主の事業所に役務の提供を行っている派遣労働者の場合、契約期間満了前の事業主都合による契約解除を行うこと
④各支給対象期の末日において、雇用されている労働者（雇用保険被保険者に限る）および派遣労働者の数（以下、「事業所労働
者数」という。）が、対象期間の初日の前日の属する月から遡った６カ月間の各月末の事業所労働者数の平均の５分の４以上であるこ
と
なお、①～③については、新型コロナウイルス感染症を理由とする解雇も含みます。

05ｰ02 雇用維持要件の「解雇等」の中には派遣労働者を解雇した場合も含まれますか。

「解雇」等に含まれます。
申請事業主（出向元事業主）が派遣元である場合は、派遣先が自らの都合で派遣元との間の派遣契約を中途解除し、この影響によ
り、派遣元事業主が派遣労働者との間の雇用契約を解除した、すなわち「解雇」したというようなケースが該当します。（なお、派遣先
の都合で派遣契約中途解除の影響以外で、申請事業主が雇用する派遣労働者を解雇した場合も「解雇等」に該当します。）

また、申請事業主が派遣先事業主である場合でも、派遣先は派遣労働者を直接雇用しているわけではありませんが、派遣先自らの都
合による派遣契約の中途解除は、派遣元による派遣労働者との雇用契約の中途解除の原因になり得るものであると考えられるため、
「解雇等」に含まれることになります。（この場合、派遣元で解雇されたか否かによらず「解雇等」に該当することになります。）

05ｰ03 「解雇等」には、希望退職を募った場合も含まれますか。

「解雇等」については、期間の定めのない労働契約を締結する労働者の場合、「解雇または退職勧奨等によって事業主都合による離
職をさせること」をいい、
①企業整備による人員整理等のため、事業主が希望退職者を募り、労働者がこれに応じた場合は「事業主都合による離職」に該当
し、
②従来から恒常的に事業所の制度としてある早期退職優遇制度や選択定年制に労働者が応募した場合は「事業主都合による離職」
に該当しないとされています。
希望退職がいずれに該当するかは、個々のケースごとに、①・②の基準に従って判断することになります。

05ｰ04
出向元事業主の解雇等の有無によって助成率が変わるのですか、出向元事業主・出向先事業主双方の
解雇等の有無によって助成率が変わるのですか。

出向元事業主の解雇等の有無によって、出向元事業主および出向先事業主の助成率が変わることになります。

05ｰ05 出向運営経費とは、具体的にどのような経費ですか。

出向運営経費（支給対象期に要する経費）とは、対象期間中の出向期間中において、出向元事業所または出向先事業所が出向に
要した以下の①～⑤のいずれかに該当するもの。
①出向労働者に賃金（社会保険料は除く）として支払った（負担した）額
②出向労働者の労務管理、人事評価に要する経費
③出向先事業所または出向労働者から出向元事業所への報告、面談に要する経費
④出向先事業主が負担した出向先事業所における教育訓練（Off-JT）に要する経費
⑤①～④の他、出向期間中における出向の運営に要すると認められる経費



(05) 助成対象、助成内容 令和3年3月2日版
設問番号 設問

05ｰ06 出向初期経費とは、具体的にどのような経費ですか。

出向初期経費（出向に際してあらかじめ要する経費）は、以下の①～⑧のいずれかの経費を要する措置を実施した場合に支給対象と
なります。
①出向先事業主の負担する、出向先事業所における出向労働者に係る什器・OA環境整備費用、被服費等の初度調弁費用にあた
る経費（事務用消耗品を除く）
②出向元事業所および出向先事業所の職場見学、業務説明会の実施に要する経費
③出向元事業所と出向先事業所の間で行われる出向労働者の労働条件、スケジュールの調整に要する経費
④出向元事業所および出向先事業所の就業規則等の整備・改正に要する経費
⑤出向元事業所および出向先事業所の出向契約書の作成・締結に要する経費
⑥出向元事業所および出向先事業所における教育訓練に要する経費
⑦出向労働者の転居に係る経費（事業主がその全部または一部を負担する場合に限る）
⑧①～⑦の他、出向の成立に要すると認められる経費

05ｰ07 出向運営経費のうち教育訓練について教えてください。

産業雇用安定助成金の支給対象となる訓練はOff-JTによる訓練です（OJTは支給対象となりません。）。
原則、次のいずれにも該当する訓練が支給対象となります。
① 出向先事業所における職業に関する知識と技能等を高め、職場への適応性を高めるためのものであること。具体的には出向労働
者の出向先事業所における職務の遂行に必要となる技能・知識の向上を図るものであること。（例：出向先事業所で必要となる技能・
ビジネススキル習得に係る訓練等）
② 趣味教養と区別のつかないものではないこと。
③ 通信教育・ｅラーニングによるものではないこと。
④ 職業又は職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となるものでない職業又は職務の種類を問わず、職業人として共通して
必要となるものでないこと。（例：接遇・マナー講習、パワハラ・セクハラ研修、メンタルヘルス研修 等）
⑤ 海外で実施するものでないこと。
⑥ 指導員又は講師が不在のまま自習（ビデオ等の視聴を含む。）を行うものでないこと。
⑦ 通常の生産ラインにて実施されるものなど、通常の生産活動と区別がつかないもの又は教育訓練過程で生産されたものを販売等
することにより利益を得るものでないこと（アの①の訓練の場合のみ。）。
⑧ 専修学校専門課程教員、職業訓練指導員免許取得者又はこれらと同等以上の能力を有する者により実施されるものであること。

05ｰ08 出向運営経費のうち教育訓練はインターネットにより行っても対象となりますか。

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため3密状態を避けることが求められていることから、教育訓練を事業所内や外部の教育機
関に集合して行うなどの通常の形態で実施することが困難な状況に鑑み、以下のような訓練内容のものも対象としています。
①自宅等で行う学習形態（インターネット等を用いたものも可能）の教育訓練
②自宅等でインターネット等を用いた双方向での訓練を実施するなど教育訓練を通常と異なる形態で実施する場合に、
　社内において教育的立場にあり、一定程度の知識、実務経験を有する自社職員を指導員とする教育訓練

05ｰ09 出向運営経費のうち教育訓練の過程で生産した商品を販売しても良いのですか。
産業雇用安定助成金の教育訓練は、生産ライン又は就労の場における通常の生産活動と区分して行われる必要があります。
教育訓練過程で生産されたものを販売してしまうと、通常の生産活動との区分が不可能となるため、支給対象外となります。

05ｰ10
出向前に出向元事業主が行った教育訓練に要する経費は、出向初期経費ですか、出向運営経費です
か。また、出向先事業主が出向後に行った教育訓練に要する経費は、出向初期経費ですか、出向運営経
費ですか。

出向前に出向元事業主が教育訓練経費を要する措置を行った場合は、出向初期経費を申請することができます。また、出向後に出
向先事業主が行った出向先事業所における教育訓練（Off-JT）に要する経費は、出向運営経費に含まれます。

05ｰ11 出向運営経費のうち1人の出向労働者が助成を受けられる限度となる期間や日数はありますか。

１人の出向労働者についての支給限度は１年間（365日）です。同一の事業主において、支給限度に達した出向労働者については、
今後、産業雇用安定助成金の支給を受けることができません。
支給限度は出向期間で計算しますので、出向期間中の実労働日が何日あったかに関わらず出向期間１年間（365日）が限度となりま
す。



(05) 助成対象、助成内容 令和3年3月2日版
設問番号 設問

05ｰ12 １事業主１年度当たりの支給限度人数500人の考え方を教えてください。

同一の雇用保険適用事業所につき一の年度に本助成金の支給対象となる対象労働者５００人（当該年度における最初の出向の開
始日の前日において当該事業所で雇用する雇用保険被保険者数が５００人未満の場合は、その人数分。ただし、その数が１０人未満
の場合は１０人分とする）を支給限度とします。
なお、出向を実施した日が１日でもあった労働者を「１人」とカウントし、支給人数が支給限度日数等に達した支給対象期における出向
労働者は、出向の開始日が早い者を優先的に支給対象者とすることになります（出向の開始日が同日の者が複数人いる場合には、
出向元事業主及び出向先事業主がそれぞれ出向開始日が同日の者の中から、支給対象とする者を指定することとなります。）。

05ｰ13
支給限度人数が500人である出向元事業主から、支給限度人数が300人である出向先事業主に対して、
出向元事業主に雇用される労働者500人を出向させた場合、その500人の出向労働者について、出向元
事業主は500人分、出向先事業主は300人分が助成金の支給限度人数となるという理解でよいか。

お尋ねのケースについては、出向元事業主は500人分、出向先事業主は300人分が助成金の支給限度人数となります。

05ｰ14
出向運営経費のうち、賃金部分の助成対象額について、出向元事業所分と出向先事業所分をどのように
計算すればいいですか。

①出向前の賃金＜支給対象期の賃金の場合
出向前の賃金をベースに、出向元事業所および出向先事業所が負担した割合に応じて賃金部分助成対象額を算定します。
②出向前の賃金＞支給対象期の賃金の場合
出向元事業所と出向先事業所がそれぞれ負担した額が賃金部分助成対象額となります。

※これらの計算については、支給申請書類の「様式第６号（４）支給対象別支給額算定調書」③～⑫欄により求めることができます。な
お、厚生労働省HPに自動計算の「様式第６号（４）支給対象別支給額算定調書」を掲載していますので、ご活用ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/sankokin_20210201.html#20003

05ｰ15
出向運営経費に産業雇用安定助成金の支給申請に係る経費（交通費、郵便費、社労士への委託料等）
は含みますか。

産業雇用安定助成金の支給対象となる出向に要した経費ではなく、産業雇用安定助成金の申請に係る経費については出向運営経
費の算定対象となりません。

05ｰ16 出向初期経費はかかった金額の大小にかかわらず定額が支給されるのですか。
出向初期経費は対象となる措置を行い経費を要した場合に、その金額の大小に関わらず一定額（10万円／人又は15万円／人）を
支給するものです（同一の事業主において同一の出向労働者１人当たり１回限り）。

05ｰ17
出向初期経費の対象となる措置は過去に行ったものでもいいのでしょうか。例えば、令和２年中に備品を購
入した場合や就業規則を整備した場合も対象となるのでしょうか。

出向初期経費の対象となるのは令和３年１月１日以降、出向開始日までに、出向の成立のために措置を行った場合です。
令和２年１２月３１日までに措置を行った場合は、出向初期経費の対象となりません。

05ｰ18 出向初期経費の支給額が15万円となるのはどういった場合ですか。

出向元事業主については①又は②の場合に、出向先事業所については③の場合に出向の成立に要する措置を行った者につき出向
初期経費が15万円／人となります。
出向元、出向先についてそれぞれ判断するので、例えば、出向元が①又は②を満たし、かつ出向先が③を満たさない場合は、出向元
で出向の成立に要する措置を行った者につき１５万円／人、出向先で出向の成立に要する措置を行った者につき10万円／人となりま
す。

①出向元事業所の業種の大分類（日本標準産業分類による）が次のa～c のいずれかに該当すること
　a 運輸業、郵便業（大分類Ｈ）
　b 宿泊業、飲食サービス業（大分類Ｍ）
　c 生活関連サービス業、娯楽業（大分類Ｎ）
②出向元事業所の生産指標の最近３か月間（計画届を提出する月の前月から前々々月まで）の月平均値が
　 前年同期に比べ２０％以上減少していること
③出向先事業所の業種の大分類が出向元事業所と異なるものであること

05ｰ19 出向運営経費のうち賃金に社会保険料・労働保険料の事業主負担分は含みますか。 助成対象となる賃金に社会保険料・労働保険料の事業主負担分は含みません。

05ｰ20
出向運営経費の教育訓練について、自社の従業員を講師として事業所内訓練を行う場合、教育訓練中
の講師の従業員の賃金は助成対象となりますか。

自社の従業員を講師として事業所内訓練を行う場合、その者の賃金は助成金の対象とはなりません。



(06) 手続き、提出書類等 令和3年3月2日版

設問番号 設問

06-01
計画届の提出や支給申請手続は、出向元事業主が行っても、出向先事業主が行ってもいいのですか。ま
た、出向元事業主が単独で提出することもできますか。

本助成金は、出向元事業主が出向先事業主の作成した書類を含めて手続を行うことになります。したがって、計画届の提出や支給申請手
続は、出向元事業主が行ってください。（出向先事業主が提出することや、出向元事業主と出向先事業主がそれぞれ提出することはできま
せん。）

06-02
計画届は事業所ごとの届出ですか。あるいは法人ごとの届出ですか。出向先が複数ある場合は、計画届を
それぞれ作成する必要がありますか。

計画届は出向元事業所ごとに届出してください。出向元事業所が同一であれば、出向先事業所が複数ある場合も計画届は同一で、出向先
事業所ごとに別紙１を作成します。

06-03 計画届はいつまでに出す必要がありますか。
出向元事業主は、対象期間（出向期間）の初日の前日※まで（可能であれば２週間前までを目途）に、計画届を提出する必要があります。
※令和３年４月５日までに出向を開始する場合は、令和３年４月５日までに提出することができます。
※天災その他当該期日までに提出しなかったことについてやむを得ない理由があるときは、当該理由のやんだ後１か月が経過する日まで

06-05 計画届を提出する時点では未定な項目については、どのように記載すればよいですか。

計画届提出時点で決まっている内容をもとに、必要事項を記載のうえ、計画届を提出してください。
計画届提出後に、出向先事業所の増加・変更、出向労働者の変更、出向労働者数の増加、出向期間の延長、賃金類型、支給申請頻度
に変更を生じたときは、その変更が生じる前日までに速やかに変更内容を届け出てください。
ただし、事務担当者職・氏名、出向予定労働者、予定期間の範囲内で減少する変更の場合は、変更届の提出を省略できます。

06-06 支給申請は、事業所ごとの申請ですか。あるいは法人ごとの申請ですか。 出向元事業所ごとに申請してください。

06-07 申請期限はありますか。
支給申請は、支給対象期ごとに行います。申請の期日は、「支給対象期」の末日の翌日から２か月以内です。なお、申請の期日の末日が
行政機関の休日である場合は、その翌開庁日が期日となります。出向初期経費については、原則その出向労働者にとって初めての支給申
請の際に申請してください。

06-08 複数月について、まとめて申請ができますか。
支給申請の単位となる期間を「判定基礎期間」と呼んでおり、計画届の提出時に、支給申請の単位を判定基礎期間又は二から六の連続す
る判定基礎期間の単位で事業主が任意で選択可能です。以降は変更届により計画の変更を行わない限り、選択した単位で支給申請して
いただくこととなります。

産業雇用安定助成金の申請には、どのような書類が必要ですか。添付書類も教えてください

助成金を受給しようとするときには、以下の書類が必要です。

◆計画時に必要な書類
　①様式第1号 出向実施計画(変更)届（出向元事業主） ●
　②様式第1号別紙1 出向先事業所別調書 ◎
　③様式第1号別紙2 出向初期経費に係る計画届（出向元事業所） ※
　④様式第2号 出向実施計画(変更)届（出向先事業主） ●
　⑤様式第2号別紙 出向初期経費に係る計画届（出向先事業所） ※
　⑥様式第3号 出向元事業所の事業活動の状況に関する申出書及び確認書類 ◎
　⑦様式第4号 出向先事業所の雇用指標の状況に関する申出書及び確認書類 ◎
　⑧様式第5号 産業雇用安定助成金　出向に係る本人同意書 ◎
　⑨確認書類(1) 出向協定に関する書類 ◎
　⑩確認書類(2) 事業所の状況に関する書類 ◎
　⑪確認書類(3) 出向契約に関する書類 ◎
　　　●　計画時及び変更時に提出が必要な書類
　　　◎　計画時に提出した後は、内容に変更があった場合に提出する書類（出向協定書は失効した場合に改めて提出する）
　　　※　該当する場合に提出する書類

◆支給申請時に必要な書類
　①様式第6号(1) 産業雇用安定助成金支給申請書 ●
　②様式第6号別紙 産業雇用安定助成金出向初期経費報告書（共通） ※
　③様式第6号(2) 出向元事業所賃金補填額・負担額等調書(*1) ●
　④様式第6号(3) 出向先事業所賃金補填額・負担額等調書(*1) ●
　⑤様式第6号(4) 支給対象者別支給額算定調書（共通） ●
　⑥様式第6号(5) 支給要件確認申立書（産業雇用安定助成金）
　※（出向元事業主、出向先事業主がそれぞれ作成してください） ●
　⑦様式第7号(1) 雇用維持事業主申告書 ※
　⑧様式第7号(2) 労働者派遣契約に係る契約期間遵守証明書 ※
　⑨支払方法・受取人住所届 ※
　⑩確認書類(4) 出向の実績に関する書類 ●
　　　●　毎回提出する書類
　　　※　該当する場合に提出する書類
　　（※） ⑨は振込間違いを防ぐため、通帳またはキャッシュカードのコピー（口座番号やフリガナの確認ができる部分）をできるだけ添付してく
ださい
      （２回目以降は提出不要です）。

06-04



(06) 手続き、提出書類等 令和3年3月2日版

設問番号 設問

06-09 支給申請書などの様式はどこでもらえますか。

産業雇用安定助成金の支給申請書類は、都道府県労働局及び管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。詳しくは産業雇用安定助成金の
お問い合わせ先一覧をご参照ください。）の助成金担当窓口で直接様式を配布しているほか、厚生労働省のホームページからダウンロード
（WORD又はEXCEL）できます。なお、様式第６号（２）～（４）については、支給審査等を妨げないものであって、かつ、所定の事項が記載され
ていれば、任意の様式を使用いただいて差し支えございません。

06-10 支給申請書の書き方は何を参考にしたらいいですか。
受給のために必要となる手続きなどをまとめた「産業雇用安定助成金ガイドブック」を作成しています。
都道府県労働局及び管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。詳しくは産業雇用安定助成金のお問い合わせ先一覧をご参照ください。）の
助成金担当窓口で直接様式を配布しているほか、厚生労働省のホームページからダウンロードできます。

06-11 社会保険労務士が代理申請する場合に委任状が必要ですか。
社会保険労務士が提出代行する場合は不要です。なお、支給申請事業主の事業所の従業員が申請書等を提出のみ行う場合は不要です
が、内容の修正を行う場合は委任状が必要です。

06-12 労働者代表選任届の代表者の選任方法を教えてください。 労働者代表選任届の代表者の選任方法は、労使で話し合い決めることが適切です。

06-13
会社の所在地は、○○県○○市ですが、助成金の詳しい問い合わせや支給申請はどこに行えばいいです
か。

助成金の問い合わせについては、事業所所在地を管轄する労働局又は管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。詳しくは厚生労働省ホー
ムページの助成金窓口一覧を参照してください。）へお問い合わせください。
なお、計画届の提出及び支給申請の手続は出向先事業所の事業主が作成した書類も併せて、出向元事業所の事業主が行うこととなりま
すので、計画届の提出及び支給申請の手続は出向元事業所を管轄する労働局又は管轄ハローワーク（一部の労働局を除く。）に行ってい
ただくこととなります。
出向先事業所の事業主は作成した書類を出向元事業主に渡してください（出向先事業主が作成した書類に係る申請主体は出向先事業主
ですが、出向持ち事業主を使者として申請することとなります。）。ただし、提出した申請書類に関して問合せをする場合は、提出先の労働局
又は管轄ハローワークに問合せをしてください。

06-14 支給申請を行った後、助成金が支払われるまでにどれくらいかかりますか。
適切に必要な審査を行ったうえで、可能な限り速やかに支給決定ができるよう努めてまいります。なお、申請書類に不備等がある場合には
申請内容の確認に時間を要しますので、ご承知おき願います。

06-15
計画届や支給申請書は、労働局やハローワークに出向いて提出しなければなりませんか。郵送やメールで
提出できますか。

労働局又はハローワークの助成金窓口で受け付けているほか、郵送でも受け付けています。郵便を受け付けている窓口については、厚生労
働省ホームページの郵送受付窓口一覧を参照してください。なお、メールによる提出はできません。郵送した場合、郵送の費用は事業主の
ご負担になります。

06-16 支給申請書を提出した後、労働局やハローワークから連絡や調査があるのでしょうか。
提出した書類について、確認のご連絡をすることがあります。また、適正な支給を推進する観点から事業所への立入検査や教育訓練等の
実施状況等について調査を行うことがありますのでご協力をお願いします。

06-17 申請の結果はどのように連絡がきますか。 支給決定または不支給決定の通知書を出向元事業所及び出向先事業所それぞれにお送りします。

06-18 助成金はどのように受け取るのですか。出向元事業主と出向先事業主にそれぞれ支給されるのでしょうか。 出向元事業主と出向先事業主に支給決定された額が、出向元事業主と出向先事業主が届け出た口座にそれぞれに振り込まれます。

06-19 出向の予定が計画届の内容から変更になりました。何か手続きは必要ですか。
出向実施計画届から出向の予定が変更になった場合について、計画の範囲内での出向期間の短縮等の場合、変更届は必要ありません。
ただし、出向先事業所の増加・変更、出向労働者の変更、出向労働者数の増加、出向期間の延長、賃金類型及び支給申請頻度等の変
更があった場合は変更が生じる前日までに変更届を提出してください。

06-20 土日祝や年末年始が申請期限の場合、いつまでに申請書を提出すればいいでしょうか。
計画届の提出及び支給申請の申請期限の末日が行政機関の休日（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８
号）に規定する休日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日）に当たる場合は、その翌開庁日が申請期限となります。

06-21 相談や申請手続きは、各都道府県の（公財）産業雇用安定センターが窓口になりますか。
都道府県労働局又はハローワークが窓口となります。相談や申請手続きは管轄の都道府県労働局又はハローワークにお問い合わせくださ
い。



(07) その他 令和3年3月2日版
設問番号 設問

07ｰ01 新型コロナウイルス感染症の影響により、出向で雇用の維持を図りたいが、どこに相談したらいいですか。

（公財）産業雇用安定センターでは、各都道府県に設置した地方事務所による企業間の出向斡旋を無料で行っています。
今般、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用過剰となった企業が、従業員の雇用を守るために人手不足等の企業と
の間で雇用シェア（在籍型出向）を活用しようとする場合に、双方の企業に対して出向のマッチング（「雇用を守る出向支援プログラム
２０２０」）を無料で行っています。詳しくは、http://www.sangyokoyo.or.jp/をご覧ください。

07ｰ02
「産業雇用安定助成金」の手続きに必要なので、金融機関の暗証番号を教えてほしいという電話がかかっ
てきたのですが。

産業雇用安定助成金等の支給に関して、厚生労働本省、都道府県労働局、ハローワーク（公共職業安定所）以外から直接お電話や
訪問をすることはありません。
なお、産業雇用安定助成金の申請手続きの後であれば、厚生労働省、都道府県労働局、ハローワーク（公共職業安定所）から、申
請内容について確認する電話がある場合はありますが、事業主の金融機関の暗証番号を聞くことはありませんし、手数料などの金銭
を求めることもありません。
不審な電話や訪問には十分にご注意ください。

07ｰ03 雇用調整助成金（出向）との違いについて知りたい。

雇用調整助成金（出向）との主な差異は３点あります。
①助成対象事業主について、雇用調整助成金（出向）は出向元事業主のみが助成対象のところ、産業雇用安定助成金は出向先事
業主も助成対象となります。
②助成率について、雇用調整助成金（出向）は助成率が中小企業で２／３（大企業１／２）のところ、産業雇用安定助成金は中小企
業が一定の要件を満たせば９／１０（大企業３／４）の助成率となります。
③対象経費について、雇用調整助成金（出向）は賃金のみが対象となるところ、産業雇用安定助成金は出向期間中の出向の運営に
要した経費及び出向開始までに要した出向の成立に要した経費も助成対象となります。

（※）詳細はホームページ(https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000082805_00008.html)及び産業雇用安定助
成金ガイドブック（①はP2、②はP11、③はP10,15）によりご案内ください。

07ｰ04 他の助成金との併給はできますか。

本助成金は、出向における支給対象期について、次に該当する場合は支給対象となりません。
①同一の賃金の支出について、他の助成金を受給している場合
②同一の教育訓練等における経費支出について、他の助成金を受給している場合

※併給調整の対象となる助成金の詳細は、以下をご覧ください。
産業雇用安定助成金支給要領　0609ホ（P28～P30）
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000734597.pdf

07ｰ05
事業所内の一部の労働者には休業手当を支払い、雇用調整助成金（休業）を活用していますが、この労
働者を出向させる場合は、産業雇用安定助成金に切り替えることは可能でしょうか。また、休業させている
労働者とは別の労働者を出向させた場合は、産業雇用安定助成金を活用可能でしょうか。

いずれも可能です。

07ｰ06
事業所内の一部の労働者を出向させており、雇用調整助成金（出向）を活用していますが、この労働者と
は別の労働者を出向させ、そちらについては産業雇用安定助成金を活用することは可能でしょうか。

可能です。

07ｰ07
事業所内の一部の労働者を出向させており、雇用調整助成金（出向）を活用していますが、この労働者の
出向について、産業雇用安定助成金に切り替えることは可能でしょうか。

可能です。ただしこの場合、出向初期経費の支給申請はできません。

07ｰ08
事業所内の一部の労働者を出向させており、産業雇用安定助成金を活用した上で、この労働者とは別の
労働者を出向させ、そちらについては雇用調整助成金（出向）を活用することは可能でしょうか。

可能です。

07ｰ09
いつからの出向が対象となる予定か。対象となる出向について、雇用調整助成金の申請を行った場合、産
業雇用安定助成金にて適用される助成率や上限額との差額を申請することはできるのか。

令和３年１月１日以降の出向について助成対象となります。
産業雇用安定助成金が施行された日（令和３年２月５日）よりも前に既に出向を開始し、雇用調整助成金（出向）の計画を提出してい
る場合にも、令和３年１月１日以降の出向について支給要件を満たし、期限までに産業雇用安定助成金の計画届（添付書類を含む）
の提出を行えば、産業雇用安定助成金の支給を受けることができます。

07ｰ10
令和3年1月1日以降の出向について、産業雇用安定助成金にて支給申請したいが、計画届の事後提出
は認められないのか。

原則として、出向開始の前日までに計画届の提出が必要となりますが、令和３年４月５日までに開始した出向については、令和３年４
月５日までに計画届を提出することができます。
ただし、その場合でも、令和３年４月５日までに支給申請を行う場合は、支給申請時（同時を含む）までに計画届の提出が必要です。

07ｰ11 この助成金は課税対象となりますか。 産業雇用安定助成金を受給する事業主が法人の場合は法人税、個人事業主の場合は所得税の課税対象となります。
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在籍型出向による雇用維持事例(概要) 

《事例 1》 新潟労働局・ハローワークで得られた事例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《事例 2》 （公財）産業雇用安定センターで得られた事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従来の支援】 

① 季節性の出向（冬場：閑散期の企業→繁忙期の企業へ）《2～4か月程度》 

 ・窯業・土石製品製造業 ⇒ 食料品製造業 

② 人材育成型の出向《1か月程度》 

 ・これから通販に力を入れていく業界 ⇒ 通販業界へ 

【コロナ禍】《送出受入期間（１～２年程度）》 

 

 

 

 

 

 

 

※相談中 道路旅客運送業 ２社     食料品製造業    ２社 

                         化学工業       ２社 

 

【送出】 

・輸送用機械器具製造業 ６社 

・電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ・ 

電子回路製造業    １社 

・はん用機械器具製造業 １社 

           （約２５０名） 

        

【受入】 

・電子部品製造業    ２社 

・各種商品小売業    １社 

・その他の事業ｻｰﾋﾞｽ業 １社 

  

（約１５０名） 

産業雇用安定助成金の活用 

（送出企業４社 受入企業５社 労働者 91名） 

建設業 

輸送用機械部品製造業 

運輸付帯サービス業 

 

建設業 

電子部品製造業 

運輸付帯サービス業 

その他の事業サービス業 

 【送出】                      【受入】 
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新潟県在籍型出向等支援協議会支援スキーム（案）

送出企業 受入企業

協議会
・出向情報やノウハウ共有

マッチング（在籍出向等）

（公財）産業雇用安定センター

経済団体 労働団体 金融機関

国土交通省 経済産業省

新潟県 新潟市

社労士会

新潟労働局

連携

連携
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労働者の送出と受入をご検討の場合は「（公財）産業雇用安定センター」にご一報ください。

「（公財）産業雇用安定センター」では、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用過剰となった

企業が従業員の雇用を守るため、人手不足などの企業との間で「出向」を活用しようとする場合に、双方の企業

に対して、「出向」のマッチングを無料で行っています。

企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」を実現するため、1987年に国と事業主団体などが協力して設立

された公益財団法人です。設立以来、21万件以上の出向・移籍の成立実績があり、全国47都道府県の県庁所在地に事務

所があります。 新潟事務所…新潟県新潟市中央区東大通1-2-25 北陸第一ビル10階 ☎025-245-3520

（公財）産業雇用安定センターとは？

出向元企業と出向先企業との契約によって、労働者が出向元企業と出向先企業の双方から雇用され一定期間継続して勤務することです。

在籍型出向とは？

出向元（送出企業） 出向先（受入企業）

一般社団法人新潟県経営者協会 新潟県中小企業団体中央会 一般社団法人新潟県商工会議所連合会
新潟県商工会連合会 日本労働組合連合会新潟県連合会 株式会社 第四北越銀行 株式会社大光銀行
新潟県信用金庫協会 新潟県信用組合協会 協栄信用組合 新潟大栄信用組合 新潟県社会保険労務士会
経済産業省 国土交通省 新潟県 新潟市 公益財団法人産業雇用安定センター新潟事務所
厚生労働省（事務局：新潟労働局） （順不同 一部略称）

新潟県在籍型出向等支援協議会

雇用を維持するのは大変ですね･･･
そのためにも、一時的に従業員の方を
他社で働かせてみてはいかがですか？

新型コロナ感染症の影響で

仕事が減少している企業の皆様！
人員の確保が急務ですね･･･

そのためにも、一時的に他社からの
従業員を確保しませんか？

需要が伸びて人手不足が

加速している企業の皆様！

在籍型出向制度を活用しませんか？

皆様の経営と従業員の雇用を守るため支援いたします！

従業員の方は、新しいスキルを身につけることができ
他社の異なる仕事が学べ、能力の向上につながります！

雇用確保と業績向上
人材育成の効果が
期待されます！

人材受入の選択肢が
広がり職場活性化と

生産性向上が
期待されます！

在籍型出向等支援協議会が企業のみなさまを支援します！

どうやって企業を探すのですか？

（産業雇用安定センターHP）

（厚生労働省・在籍型出向ハンドブックHP）

構成機関が企業の
皆様に呼びかけを
行っています！
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「産業雇用安定助成金」のご案内

詳細は新潟労働局職業安定部職業対策課（助成金センター）までお問い合わせください。
厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/index.html）
新潟労働局助成金センター 新潟県新潟市中央区新光町16-4 荏原新潟ビル１F 電話番号025-278-7181
助成金・支援金コールセンター 電話番号 0120-60-3999 受付時間9：00～21：00（土日･祝日含む）

在籍型出向制度を活用して一定の要件を満たせば使えます！

■対象労働者に係る経費について、出向元（送出）事業主と出向先（受入）事業主とが共同事業主として

支給申請を行い、当該申請に基づきそれぞれの事業主へ支給します。※申請手続きは出向元事業主が行います。

■雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提です。

助成金の内容

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額 12,000円／日

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業

主が出向者を受け入れるために用意する機器や備品などの出向に要する初期経費の一部を助成します。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

受給までの流れ

助成金の相談先

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象です。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提です。

https://www.mhlw.go.jp/index.html

